　様式１　
　　　令和　　年　　月　　日

企画提案書
　　 （ １団体　・　グループ　)　　応募
※どちらかを選択願います
千葉県健康福祉部障害者福祉推進課長　宛て　

団体・企業名　
　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　
　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　
　　　　　　　　　　　　　　　　
部署・職名　
　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　障害者ＩＴ支援事業について関係書類を添付して企画提案します。



　様式２　
法   人   の   概   要
	法人名
	

	代表者役職氏名
	

	本社所在地
	

	千葉県内支店等

(名称、所在地、規模等)
	

	創立年月日
	

	資本金
	

	年間売上額
	

	従業員数
	

	法人の経営方針、
戦略、哲学等
	

	事業内容

・全体の事業

・講習事業

・講習事業のうち特に力を入れている分野

・自信のある分野


	


　様式３　
講　習　等 の 実 績
１　過去３年間の講習実績（全体）
	年　　度
	項　　目
	国
	都道府県
	市町村
	企業・団体
	合　　計

	令和４年度
	実施団体数
	
	
	
	
	

	
	講習講座数
	
	
	
	
	

	令和５年度
	実施団体数
	
	
	
	
	

	
	講習講座数
	
	
	
	
	

	令和６年度
	実施団体数
	
	
	
	
	

	
	講習講座数
	
	
	
	
	


（注１）過去３年間に、貴社が講師派遣又は企画運営を行った講習の団体数及び研修数を記載してくだ　さい。

（注２）同じ団体で２回以上講習を実施した場合は、団体数は１、講座数は延べ回数を記載してください。

２　過去３年間の主な講習
	年度
	区分
	団体名
	講習名
	内容・ＰＲ事項

	R4
	国又は

地方公共団体
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	企業・団体
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	R5
	国又は

地方公共団体
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	企業・団体
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	R6 
	国又は

地方公共団体
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	企業・団体
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）人気の高い講習等から５つを選んで、その内容、ＰＲ事項等を記載してください。
３　過去において、講習の企画・運営･実施･評価に関する一連の業務を受託した主な実績

	年　度
	団体（企業）名
	企画･運営･実施・評価の内容、ＰＲ事項

	
	
	


（注）企画･運営･実施・評価の内容を、記載できる範囲で記載してください。
　様式４　
講師の状況
	講習内容
	講師の数
	備　　考

	
	社員講師

（人）
	契約講師

（人）
	その他
（人）
	合計

（人）
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


（注１）記載した分野の講習を実施できる講師、特定の資格を有する講師の状況を記載してください。

（注２）社員講師でも契約講師でもない場合には、その他欄に確保可能な概数を記入し、備考欄に確保する手段を記載してください。

　様式５　
グループ応募届

　募集要領に基づきグループを結成し、千葉県との間における下記委任事項に関する権限を代表団体に委任します。

	グループの名称
	

	グループの代表団体
（受任者）
	

	グループの構成団体
（委任者）
	

	グループの成立時期
及び委任期間
	

	グループの成立経緯
	※　グループの設立経緯を記載してください。過去にグループによる事業実績があれば、その点も記載してください。
　　また、グループ構成者それぞれについての組織としての方針決定の状況（「何年何月の総会で決定した」など）も記載してください。

	グループ応募の理由・
必要性等
	※　グループを組む理由（必要性・有効性）について記載してください。（例：グループ構成者が互いに有しないノウハウの補完の観点、経営上のリスク回避の観点等）

	委任事項
	

	その他
	


　様式６　
グループ構成団体業務分担表

【代表団体】

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	

	連絡先
	

	役割及び責任分担
	※　役割分担及び責任分担に関し、グループ構成者それぞれの規模、能力から見た妥当性についても記載してください。

	人員
	　　　　　　　名

※　人員配置について、グループ構成者それぞれの役割、規模、能力から見た妥当性についても記載してください。
［詳細（配置場所、役職、有資格者等）は別途添付］

	上記業務に係る委託料配分額（又は配分率）
	※　委託料の配分について、グループ構成者それぞれの役割、規模、能力から見た妥当性についても記載してください。
［算出に係る資料は別途添付］


【構成団体】

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	

	連絡先
	

	役割及び責任分担
	※　役割分担及び責任分担に関し、グループ構成者それぞれの規模、能力から見た妥当性についても記載してください。

	人員
	　　　　　　　名

※　人員配置について、グループ構成者それぞれの役割、規模、能力から見た妥当性についても記載してください。
［詳細（配置場所、役職、有資格者等）は別途添付］

	上記業務に係る委託料配分額（又は配分率）
	※　委託料の配分について、グループ構成者それぞれの役割、規模、能力から見た妥当性についても記載してください。
［算出に係る資料は別途添付］


　様式７　
障害者ＩＴ支援事業のグループ応募に係る協定書

○○○○○○○○（以下「甲」という。）と○○○○○○○○（以下「乙」という。）とは、障害者IT支援事業に応募するに当たり、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条　本協定書は、障害者IT支援事業に応募する甲、乙が行う当該事業の委託業務に関し、必要な事項を定めるものとする。

（名称）

第２条　障害者ＩＴ支援事業に応募するに当たってのグループ名称は、○○○○・○○○○共同事業体（以下「共同事業体」という。）と称する。

（構成員の住所及び名称）

第３条　当共同事業体の構成員は次のとおりとする。

　　　　　　甲　住所　○○○○○○○　○丁目○番○号

　　　　　　　　名称　○○○○

　　　　　　乙　住所　○○○○○○○　○丁目○番○号

　　　　　　　　名称　○○○○

（代表団体）

第４条　当共同事業体の代表団体は○○○○とし、当該委託事業の最終責任を負う。

（事務所の所在地）

第５条　当共同事業体の事務所は、○○市○町○丁目○番○号に置く。

（業務分担）

第６条　甲及び乙は、委託の業務について、下記の業務分担により責任をもって業務を遂行するとともに、相互に支援・協力を行うものとする。

２　甲の担当業務

３　乙の担当業務

（委託料）

第７条　甲は、委託事業者の代表として、千葉県から委託料を受けるものとし、受領後、乙へ本協定書第８条で定める割合に見合う額を支払うものとする。

（委託料の受領割合等）

第８条　甲及び乙が受領する委託料の受領割合は次のとおりとする。

　　　　　　甲　○○○○　　○○％

　　　　　　乙　○○○○　　○○％

（事業年度及び決算）

第９条　当共同事業体の事業年度は、令和　年　月　日に始まり令和　年　月　日までとし、事業年度末に決算を行い決算書を作成する。

（欠損金の負担の割合）

第10条　前条の規定による決算の結果、欠損が生じた場合、甲及び乙は本協定書第８条の割合によって、欠損を負担する。

（協定書に定めのない事項）

第11条　本協定書に定めのない事項については、甲、乙協議の上、定めるものとする。

　上記のとおり障害者ＩＴ支援事業のグループ応募に係る協定書を締結したことの証拠として、この協定書正本２通及び副本１通を作成し、各甲及び乙が記名押印の上、正本については甲及び乙各自が所持し、副本については千葉県に提出する。

　令和　　年　　月　　日

○○○○・○○○○共同事業体

　甲　代表者　○○○○○○○　○丁目○番○号

○○○○○○

　　　　　　　代表者　○○○　○○○

乙　構成者　○○○○○○○　○丁目○番○号

○○○○○○

　　　　　　　代表者　○○○　○○○
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